
2000年 の米・加州」の電力危機の影響
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小売価格の上限
規制(9月導入)

(1キロワット時あたり、右軸)

電力消費塁の
日本経済新間朝刊

2011年 8月 9日 付 「ゼミナール」

※他のサイ トやソフ ト等の電子媒体への

転朝を禁 じます。

福
島
第
１
原
子
力
発
電
所
の
事
故

以
降
、

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

政
策
の

方
向
性
が
定
ま
ら
な
い
。

政
府
は
東

京
電
力
や
東
北
電
力
の
管
内
で
、

大

回
需
要
家
を
対
象
に
７
月
か
ら
前
年

比
で
最
大
１５
％
の
節
電
を
義
務
付

け
、

関
西
電
力
の
管
内
で
も
１０
％
以

上
の
節
電
を
要
請
し
た
。

い
ま
停
止

電
力
需
要
を
効
率
的
に
抑
制
す
る
た

め
の
手
段
と
し
て
、

経
済
的
な
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ

（誘
因
）
の
活
用
を
検

討
す
べ
き
だ
ろ
う
。

２
０
０
０
年
に
米
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ

ア
州
で
起
き
た
大
停
電
の
際
に
は
、

電
力
の
価
格
上
昇
が
需
要
抑
制
に
有

効
に
機
能
し
た
。

た
だ
し
電
力
消
費

量
を
減
ら
し
た
の
は
主
に
企
業
な
ど

大
回
の
需
要
家
で
あ
り
、価

格
高
騰

後
に
は
経
済
活
動
へ
の
影
響
を
抑
え

る
た
め
小
売
価
格
に
上
限
が
課
せ
ら

れ
た
。需

要
抑
制
に
は
価
格
以
外
の

手
段
も
総
合
的
に
交
え
な
が
ら
、経

済
的
誘
因
を
与
え
て
い
く
べ
き
だ
。

電
力
の
供
給
制
約
に
よ
る
企
業
活

動
へ
の
ダ
メ
ー
ジ
は
避
け
が
た
い
。

し
か
し
、

電
力
使
用
を
強
制
的
に
制

限
す
る
形
か
ら
、

需
給
状
況
に
応
じ

て
使
用
を
自
発
的
に
抑
制
す
る
方
向

へ
と
シ
ス
テ
ム
を
変
え
る
こ
と
で
、

限
ら
れ
た
電
力
を
よ
り
効
率
的
に
配

分
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
。

（東
京
大
学
准
教
授
　
大
橋
弘
）

復興への経済戦略 ①

固
冊
四
倒
田

自
発
的
に
需
要
抑
制
促
す
手
段
必
要

中
か
、

こ
れ
か
ら
定
期
点
検
入
り
す

る
原
発
が
再
稼
動
し
な
い
場
合
、
２

０
１
２
年
の
夏
に
か
け
て
全
国
的
に

き
わ
め
て
厳
し
い
電
力
不
足
に
陥
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

地
球
温
暖
化
防
止
や
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
自
給
率
維
持

の
観
点

か
ら
す
る

と
、

原
発
に
代
替
す
る
有
力
候
補
は

省

エ
ネ
や
節
電

の
拡
大
と
、

風
力
発

電
な
ど
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普

及
で
あ
る
。
し
か
し
こ
の
２
つ
の
候

補
を
拡
大
・
普
及
す
る
に
は
国
民
負

担
の
増
加
を
伴
う
。

加
え
て
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
に
は
１０
～
２０

年
単
位
の
時
間
が
必
要
だ
。

当
面
は

二
酸
化
炭
素
（Ｃ
０
２

）の
削
減
目
標

を
棚
上
げ
に
し
て
火
力
発
電
（自
家

発
電
を
含
む
）を
フ
ル
稼
働
さ
せ
な

が
ら
、経

済
活
動
へ
の
悪
影
響
を
最

小
限
に
抑
え
る
よ
う
に
省
エ
ネ
や
節

電
を
す
る
し
か
な
い
の
が
実
情
だ
。

電
力
の
需
給
調
整
方
法
を
巡
っ

て
、
日
本
で
は
需
要
家
の
選
択
の
機

会
が
十
分
に
考
慮
さ
れ
て
こ
な
か
っ

た
。

そ
の
結
果
が
３
月
１４
日
か
ら
東

京
電
力
の
管
内
で
行
わ
れ
た
計
画
停

電
だ
っ
た
。こ

の
経
験
を
奇
賀
と
し
、


